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（百万円未満切捨て） 
１．平成22年 9月期第3四半期の連結業績（平成21年 10月 1日～平成22年 6月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

22年 9月期第3四半期 2,717    4.1 179   18.9 189   48.1 168  260.7
21年 9月期第3四半期 2,609   － 151    ― 128   ― 46   ―

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

22年 9月期第3四半期 26.45 ―
21年 9月期第3四半期 7.33 ―

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円   銭

22年 9月期第3四半期 3,316 1,817 54.8 285.31
21年 9月期 3,033 1,639 54.0 257.36

(参考)自己資本 22年9月期第3四半期    1,817百万円 21年9月期    1,639百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
21年 9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00   
22年 9月期 ― 2.00 ―   

22年 9月期(予想)   2.00 4.00   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成22年 9月期の連結業績予想（平成21年 10月 1日～平成22年 9月30日） 

（％表示は対前期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 円   銭

通  期 4,078     9.3 166    30.1 175    64.4 150   258.4 23.55

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：無 

 



 

４．その他  （詳細は、【添付資料】P.3「その他」をご覧ください。） 
 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

 新規 ―社 (社名)  除外 ―社 (社名)  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 22年9月期3Ｑ 6,375,284株 21年9月期 6,375,284株

② 期末自己株式数 22年9月期3Ｑ 6,009株 21年9月期 5,990株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 22年9月期3Ｑ 6,369,287株 21年9月期3Ｑ 6,369,381株

 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信
の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信
（添付資料）3ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、主にアジア向け輸出に支えられ、生産や消費面

に一時持ち直しの動きが見られました。しかしながら、欧州各国における債務問題から、世界的に再び

景気下振れリスクが拡大しました。このため、国内の雇用情勢は依然厳しい上に、円高に伴いデフレ克

服の長期化も懸念され、日本の財政危機からの脱出を更に困難にしております。 

建設業界におきましては、期初においては補正予算等による一部公共投資が見られたものの、国内の

民間設備投資案件については、抑制基調が続いており、第４四半期に向けて、当社の経営環境は、一層

厳しいものと予測しております。 

このような状況の中で、当社グループは受注の確保に全力を尽くしてきましたが、大型案件が終盤期

となる一服感もあって、新規案件への受注環境は弱含みとなっております。電力事業と内線事業の両部

門において、計画に比してやや下回る受注と完工となりました。モバイル事業におきましても、上期で

の受注遅れや完工時期の遅れの影響を受けて、受注、完工ともに未達となりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の受注高は27億２千１百万円（前第３四半期連結累計期間比

7.7％増）、完成工事高は27億１千７百万円（前第３四半期連結累計期間比4.1％増）となりました。ま

た、利益につきましては、第３四半期において販管費を賄いきれずに上期利益を取り崩すこととなり、

営業利益は１億７千９百万円（前第３四半期連結累計期間比18.9％増）、経常利益は１億８千９百万円

（前第３四半期連結累計期間比48.1％増）、四半期純利益は１億６千８百万円（前第３四半期連結累計

期間比260.7％増）となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ２億８千２百万円増加し、33

億１千６百万円となっております。また、負債は、前連結会計年度末に比べ１億４百万円増加し、14億

９千８百万円となっております。純資産は、前連結会計年度末に比べ１億７千８百万円増加し、18億１

千７百万円となっております。 

資産の増加の主な要因は、完成工事未収入金等の回収が進み、工事収支が大きく改善したことにより

現金預金が７億９千１百万円増加したことによるものであります。 

負債の増加の主な要因は、工事未払金３億１千８百万円の減少があった一方で、未成工事受入金３億

９千２百万円の増加があったことによるものであります。 

純資産の増加の主な要因は、四半期純利益１億６千８百万円によるものであります 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は前連結会計年度末

に比べ、営業活動により９億２千１百万円増加し、投資活動により１億９百万円減少し、財務活動によ

り２千万円減少しました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の資金残高は13億７千６百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ７億９千１百万円増加しております。 

営業活動によるキャッシュ・フローの増加の主な要因は、税金等調整前四半期純利益を１億８千万円

計上したこと、売上債権が５億９千３百万円減少したこと、及び未成工事受入金が３億９千２百万円増

加したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローの減少の主な要因は、東北地区での機材センター用地の確保にお

ける有形固定資産の取得による支出が６千２百万円あったこと、投資有価証券の取得による支出２億４

百万円及び投資有価証券の売却による収入１億５千４百万円があったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローの減少の主な要因は、中間配当に伴う配当金の支払額１千２百万

円及び長期借入金の返済による支出５百万円によるものであります。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

① 資産、負債及び純資産の状況

② キャッシュ・フローの状況
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平成22年９月期の通期の連結業績予想については、「平成22年９月期第２四半期累計期間（連結・個

別）業績予想との差異並びに通期（連結・個別）業績予想の修正に関するお知らせ」(平成22年４月26

日付)及び本日公表した連結業績予想に変更はありません。 

  
  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま

す。 

  

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。 

  

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の

業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

該当事項はありません。 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事（工期１年以上、かつ請負金額３

億円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会

計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

なお、平成21年９月30日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（工期１年以上、かつ請負

金額３億円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を引き続き適用

しております。 

これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間に係る完成工事高は

395,309千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が、それぞれ42,576千円増

加しております。 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

① 簡便な会計処理

ａ．一般債権の貸倒見積高の算定方法

ｂ．固定資産の減価償却費の算定方法

ｃ．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

② 特有の会計処理

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,376,107 584,590

受取手形・完成工事未収入金等 235,009 828,055

未成工事支出金 456,371 443,284

繰延税金資産 40,600 40,600

その他 41,917 79,823

貸倒引当金 △3,914 △9,994

流動資産合計 2,146,091 1,966,358

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 356,385 346,135

機械・運搬具 159,505 143,904

工具器具・備品 216,441 207,389

土地 379,506 338,288

建設仮勘定 1,062 813

減価償却累計額 △552,036 △521,273

有形固定資産合計 560,865 515,258

無形固定資産 6,553 8,440

投資その他の資産   

投資有価証券 239,238 182,318

長期貸付金 547,376 561,263

保険積立金 334,330 331,628

その他 29,190 29,764

貸倒引当金 △547,473 △561,407

投資その他の資産合計 602,663 543,566

固定資産合計 1,170,082 1,067,265

資産合計 3,316,173 3,033,623
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 237,781 555,789

1年内返済予定の長期借入金 20,000 10,000

未払法人税等 1,710 21,859

未成工事受入金 702,539 309,835

賞与引当金 36,847 60,410

工事損失引当金 16,797 6,159

完成工事補償引当金 790 1,900

その他 206,562 86,328

流動負債合計 1,223,028 1,052,283

固定負債   

長期借入金 75,000 90,000

退職給付引当金 182,265 225,803

再評価に係る繰延税金負債 17,679 17,679

その他 973 8,679

固定負債合計 275,919 342,162

負債合計 1,498,948 1,394,446

純資産の部   

株主資本   

資本金 989,669 989,669

資本剰余金 821,016 821,016

利益剰余金 172,615 16,913

自己株式 △1,864 △1,860

株主資本合計 1,981,437 1,825,739

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △22,349

土地再評価差額金 △164,212 △164,212

評価・換算差額等合計 △164,212 △186,562

純資産合計 1,817,225 1,639,177

負債純資産合計 3,316,173 3,033,623
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(2) 四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年６月30日) 

完成工事高 2,609,822 2,717,885

完成工事原価 2,041,077 2,131,210

完成工事総利益 568,745 586,675

販売費及び一般管理費 417,453 406,845

営業利益 151,291 179,830

営業外収益   

受取利息 9,990 1,493

持分法による投資利益 － 11,022

その他 1,990 1,951

営業外収益合計 11,980 14,467

営業外費用   

支払利息 4,391 1,780

投資事業組合運用損 － 782

投資有価証券売却損 8,537 －

手形売却損 175 －

持分法による投資損失 12,982 －

その他 9,053 1,954

営業外費用合計 35,140 4,516

経常利益 128,131 189,781

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,605 11,393

特別利益合計 1,605 11,393

特別損失   

投資有価証券売却損 － 20,586

投資有価証券評価損 47,979 －

電話加入権評価損 166 55

特別損失合計 48,146 20,641

税金等調整前四半期純利益 81,590 180,533

法人税、住民税及び事業税 22,181 12,093

法人税等調整額 12,711 －

法人税等合計 34,893 12,093

四半期純利益 46,697 168,440
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 81,590 180,533

減価償却費 32,730 32,339

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,399 △11,393

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,714 △23,563

その他の引当金の増減額（△は減少） △1,993 △34,010

受取利息及び受取配当金 △10,064 △1,498

支払利息 4,391 1,780

投資有価証券売却損益（△は益） 8,537 20,586

投資有価証券評価損益（△は益） 47,979 －

持分法による投資損益（△は益） 12,982 △11,022

投資事業組合運用損益（△は益） － 782

売上債権の増減額（△は増加） 256,722 593,093

未成工事支出金の増減額（△は増加） △255,118 △13,087

仕入債務の増減額（△は減少） △62,458 △331,630

未払消費税等の増減額（△は減少） 56,555 86,867

未成工事受入金の増減額（△は減少） 221,594 392,703

その他 54,740 64,908

小計 413,076 947,389

利息及び配当金の受取額 29,543 7,168

利息の支払額 △4,881 △1,733

法人税等の支払額 △12,467 △30,855

営業活動によるキャッシュ・フロー 425,271 921,968

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △29,604 △62,492

投資有価証券の取得による支出 － △204,876

投資有価証券の売却による収入 1,853 154,254

貸付けによる支出 △10,000 △2,000

貸付金の回収による収入 11,583 7,527

その他 6,534 △2,102

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,631 △109,688

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 100,000 △5,000

自己株式の取得による支出 △13 △3

配当金の支払額 － △12,839

リース債務の返済による支出 － △2,920

その他 △2,920 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 97,066 △20,763

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 502,706 791,516

現金及び現金同等物の期首残高 272,865 584,590

現金及び現金同等物の四半期末残高 775,571 1,376,107
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該当事項はありません。 

  

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日)

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日)
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